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Lはじめに
　日本の生命保険会社の販売慣行をめぐるトラブルが深刻化している。販売手法を争点と
した訴訟や保険犯罪が多発し、これまでの成功要因1）であった販売志向型の経営2）の弊害
が問題視され始めている。これまでの日本の生命保険会社では、大量契約獲得による量的
拡大という目的が最優先され、これに従った政策がとられてきた。そして、経済成長とと
もに市場規模は拡大し、安定的な発展を続けたが、この政策にも問題点はあった。しかし
法律等による公的規制や業界の自主規制を遵守している限り、コストを補って余りあるベ
ネフィットを根拠に、その倫理的正当性にっいてまで問題にされることはなかった。そし
て、倫理的課題事項が生じていても、さらなる契約獲得が優先され、政策の見直しには及
ばなかった。しかし、経営環境の悪化による保有契約高の減少3）に加え、保険犯罪4）等に
よる保険の誤用や悪用が増加するような事態になると、従来通りの販売政策では良質の契
約を確保し、制度を正常に機能させることが困難となる。このため、合法性を基準として
いるだけでは対応しきれず、販売政策そのものの正当性が問われるに至っている。
　また、企業の倫理的行動への期待が高まり、企業の社会的責任として認識されてきてい
る。そして企業倫理の期待レベルと現実レベルの乖離が、倫理的な問題を深刻化させてい
る5）。金融サービス業では、公平と公正が求められるが、特に情報と交渉力での平等が重
視される。しかし、厳格な規制が課されてきたため、関係者に法律を遵守しさえすれば問
題がない、という認識が浸透しやすい産業、と言われる6㌔厳格な規制が課される日本の
生命保険会社では、高いレベルの企業倫理を求められながら、特にこの傾向が強く、規制
産業特有の規制に従うだけの倫理的配慮が不十分な経営が行われてきた7）。しかし経営環
境の変化により状況は一変した。違法行為が認められないのは当然であるが、法律に抵触
さえしなければ問題が生じないわけでもなく、厳格な規制に従うことが最善策とも限らな
い。生命保険会社の経営者は経営上の各種の制約条件を加味した上で、普遍性のある価値
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基準の枠組みの中で経営指針を再評価、再構成し、それに従い自主的に理念や目標を設定
し、自らの行動を律していく体制を築くことが急務となってきた8）。
??図1－1　今日の企業倫理とかっての企業倫理
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（出戸斤）　CarroIl　〔1996〕　P．110
表1－1　企業の社会的責任と社会的期待
責任の類型 社会的期待 具体例
フ4ランソロフィックな責任
ohiIanthropic
qesponsibility
社会から望まれている
cesired　of　Business
b凵@Society
企業の社会貢献プログラム
齢Ethical
qesponsibility
社会から期待されている
dxpected　of　Business
b凵@Society
問題のある慣行を防止する
@精神の尊重、遵法は最低限
ﾏ理的なリーダーシップ
????????????????
法的責任
kegal
qesponsibility
社会から義務づけられている
qequired　of　Business
b凵@Society
規制に付随する全ての法に従
､
経済的責任
dcono皿1c
qesponsibility
社会から義務づけられている
qequired　of　Business
b凵@Society
利潤極大化、売振撮大化、コストの最小化、賢明な経営
嵭ｪ、魅力ある配当政策
と蛎斤：Carrol1　〔1996〕　P．38そ闘多
　また、販売慣行をめぐる問題9）は、営業職員とその直属管理者レベルの問題として限定
的に捉えられる傾向にある。しかし、その経営全般への影響から、経営者の経営判断上の
問題として対処すべきものと言える1°）。そこで本稿では、日本の生命保険会社の販売政
策を経営者の経営判断上の倫理的課題事項として捉える。そして現行の販売政策導入指針
の倫理的正当性にっいて検討を行うことから、政策そのものの問題点を明らかにする。こ
れにより、生命保険会社がその社会的責任を果たし、企業として存続していくための経営
指針を示すことを試みる。
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【注】
1）1999年3月末には日本の生命保険会社の総資産は189兆1109億円に及び、国内の金融
　機関が保有する資産の一割以上を保有している（r生命保険事業のあらまし（1999年
　版）。また、日本の生命保険料収入は世界一でその占有率は1995年には41．28％に達
　　した（r平成10年度　生命保険ファクトブック』p．43）。
　このような発展は同時にその影響力に対する責任を増大させる。金融機関の投資行動
　が周囲に与える影響についてはBoatright〔1999〕p．99を参照のこと。
2）広海〔1991〕ではこのような販売政策を「大量販売なくして保険サービスなし」と表
　現する（p．60）。
3）保有契約高減少の原因はそれぞれ重要であるが、本稿では保険に対する「社会的信用
　の失墜」に焦点を絞って議論を進める。　　　　　　　　　L
4）先進諸国ではここ25・－30年で犯罪の発生件数は減少傾向にあるが、放火は二倍に増加
　　している。そのたあ保険金の支払いも増加している（Swiss　Re〔1989〕p．12）。これ
　は必ずしも保険金の不正請求に関係するものに限定できないが、影響が皆無とも言え
　ない。
5）Carroll〔1996〕p．110。同書では企業の社会的責任は経済的責任、法的責任、倫理
　的責任、フィランソロフィックな責任の4段階に分類される（pp．35－41）。また、本
　稿では企業倫理を最広義に捉え「企業内における人間行動ならびに社会における企業
　行動に関し、厳格な倫理的基準に基づく諸要件の充足を求め、その達成にとって有効
　なあらゆる具体的措置を積極的に推進しようとする社会的動向（中村〔1994〕p．103）」
　　という定義を採用する。
6）　Boatright　〔1999〕　P．7．
7）例えば団体定期保険をめぐる社会問題では、法律だけを基準にすれば、生命保険会社
　の責任は限定される。しかし、倫理的観点からは無理な販売を行った生命保険会社に
　　も改善すべき余地が多いことも明らかである。この問題については中林〔1998〕を参
　照のこと。
8）アメリカでは1980年代に「小さな政府」を目指す規制緩和が進行し、政府主導型の行
　政指導や産業政策などの規制に頼って動いていればよかったそれまでの企業は根本的
　な変革を余儀なくされた。このような状況下では、規制緩和を進めながら、どこまで
　透明で公正な市場を作り出せるかが問題となる（梅津〔1994〕p．38、42）。アメリカ
　での政府の役割の変遷にっいてはCarroll〔1996〕pp．225・’227、企業倫理への関心が
　高まった詳細な経緯にっいてはCarro11〔1996〕pp．104－107を参照のこと。
9）保険のテキストでの販売慣行に関する問題の取り上げ方はこのようなケースが多い。
　例えば、Dorfman〔1998〕ではエージェントに関する章の付録の中で、エージェント
　　に関する倫理的課題事項を五点取り上げ、保険の専門職にある者が倫理的な選択をす
　　るのは当然で、これなしには成功しないと述べている（pp．144－152）。同書の第五版
　　（1994年発行）までは法的課題事項のみが取り上げられていたが、第六版（1998年発
　行）からは倫理的課題事項が加わった。
10）アメリカのマーケット・コンダクト問題ではエージェントが犯した違法行為について
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経営者の法的責任に加えた倫理的責任も追及されている。アメリカのマーケット・コ
ンダクト問題と生命保険業界の対応にっいては大畑〔1998〕を参照のこと。
2．生命保険会社の販売政策と倫理的課題事項の発生
2－1　保険メカニズムと販売政策
　保険制度を円滑に運営するためには、大数の法則が貫徹するような大量の同質の契約を
獲得することが、保険技術的な必要条件である11）。しかし同時にアンダーライティング
により契約を選別し、適正な引受条件を課すことが十分条件となる12》。また、保険商品
は無形財、条件付き財、といった他の商品とは異なる特徴13）を持D．ため、保険需要は潜
在的になりやすい。このため契約者側の需要を喚起するような積極的な販売政策が必要と
なる。これにより生命保険会社の収支が安定すれば確実な保障が行われるようになり、契
約者の利益にもなる。従って現行の販売政策は正当化されてきた。
　ところで、契約者側は理論上は保険加入時に商品内容に関する十分な説明を受け、その
理解にも問題はないはずである。しかし、実務上は量的拡大を優先させるため、商品説明
からアンダーライティング、さらにクレイム処理といった契約審査体制に至るまで簡略化
傾向にある。このため、解釈が必要な情報商品である保険商品を提供していく上で、問題
を引き起しやすい。売り手と買い手の間での売買成立の必要十分条件において、販売者の
顧客に対する第一の義務は受容可能な取引条件の基礎を危うくしないようにすることであ
る14）。また相互にベネフィットのある取引をするには情報提供は欠かせない15）。これ
を保険市場に適用すると、契約当事者間での適正な情報提供を行うには、契約者側から保
険者への保険契約に必要な契約者（または被保険者）の個人情報の提供をするには、契約
者側に保険メカニズムを説明し、情報提供が必要な根拠を十分に理解させていることが前
提となる童6）。
　日本の生命保険会社では、大量の営業職員を導入し、積極的な営業活動を行うことで、
大量の新契約を獲得し保有契約高を順調に増加させてきた。これが生命保険会社の成功要
因であり、契約関係者の効用さらには社会的効用を高めてきた17）。しかし同時に、保険
制度運営上の阻害要因にもなっているのは確かである18）。
2－2　生命保険会社の販売政策の副作用
　生命保険会社にとって最重要な保障業務の遂行に不可欠な販売をbぐっては、社内でも
利害が必ずしも一致するとは限らない19）。販売に関しては大量の営業職員を動員して新
契約を獲得し、保有契約高を増加させる必要がある。しかし、良質の契約を確保するため
には厳格な契約審査体制が求められる2°）。そして、経営者にはこれらの調整を図る責任
がある。しかし、これまでの販売政策では、倫理的正当性を曖昧にしたまま、技術的制約
を抗弁として、無制限の量的拡大とそれに伴う歪みを容認してきた。その結果、生命保険
会社内部で行動指針をめぐる混乱が生じ、特に営業職員が契約者に販売活動を行う際に矛
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盾が表面化し、その影響が契約者にも波及している2D。
　量的拡大を優先させるあまり、生命保険会社にとって契約獲得が目的化すると、契約者
側に保険メカニズムにっいて詳細な説明をして保険の必要性を納得させるよりも、商品の
利点のみを強調し、契約獲得に直結させるようになる。しかし、このような実務により、
保険メカニズムに関する情報提供22）に不備が生じ、保険会社の役割や保険団体内での金
銭の移転にっいての認識が乏しい、情報不足の利己主義的な契約者を増加させることにな
る23）。保障ニーズを満たすことは自己の満足のいく給付を受けることである、といった
契約者側の誤認や、保険加入後の注意力の低下、保険をめぐる反社会的行為すら容認する
ような態度は、制度にっいての理解に問題があることの結果と言える。さらに、保険金の
不正受給を意図して加入する契約者にとっては、大量契約は不正行為の発覚を防ぐ上で有
利に働く。
　以上の結果、保険団体全体としての収支が悪化すると、最終的には善良な契約者に必要
以上の経済的負担を強いることになる24）。そして、善良な契約者は不公平感を抱き、保
険制度そのものと運営主体である保険会社に対する信用が低下し、保険団体からの離脱や
バッド・リスクへの変質さえ起こりうる25）。保険団体運営上、利己主義的契約者の行動
は阻害要因となる。そして生命保険会社の販売政策は契約者のこのような行動を助長する
一因であり、倫理的課題事項として認識し対処する必要が高まっている。
11）Smith・Kane〔1994〕では大数の法則に関連して、契約者の増加が保険団体が失敗する
　　確率を軽減することにより保険を強化する、と表現する。しかし、同質性を保たない
　　ならリスクを軽減するとは限らないことと、各個人にとっての保険事故発生確率が低
　　下するのではないことを強調する（pp．2－3、22）。
12）例えば日本生命では、生命保険の悪用を防ぐための①契約引受時、②変更手続き時、
　　③保険金支払時における契約審査体制の必要性を強調する。具体的な取り組み強化策
　　としては、①加入時の診査に際しての本人確認、②法人が受取人の場合の遺族への連
　　絡、③支払請求が多い契約者にっいての請求内容のチェック強化、④ご契約内容登録
　　制度の対象拡大を挙げ、さらに営業職員教育の強化についてとりあげている（『日本
　　生命の現状1999（平成11年版ディスクロージャー誌』p．26）。
13）保険商品はこのような特徴を持っため、情報の経済学の成果の保険市場への適用が行
　　われやすい。
14）Holley〔1987〕pp．4・－5。売り手と買い手の間での売買成立の必要十分条件は、①双方
　　が何を引き渡し、見返りに何を受け入れているかを理解すること、②双方とも、強制
　　や極端に制限された代替案、その他の選択能力への制限の結果として、取引への参入
　　を強要されない、③双方が取引のコストとベネフィットについての合理的な判断が可
　　能な取引時点にいることができる、ことである。このため、相手方を曖昧な状態にす
　　るような情報を与えてはならないことになる。
15）Holley〔1987〕p．5。ベネフィットだけでなく、コストについても知らせなくてはな
　　らない（P．17）。販売員のディスクロージャー・ルールについてはHolley〔1998〕PP．
　　632－633を参照のこと。
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16）山岸〔1999〕では社会心理学の実験を引用し、品質の保証のない商品が取引されてい
　　る不確実性大条件では、取引されている商品の品質が保証されている不確実性小条件
　　でよりも、特定の売り手と買い手との間に安定した関係が形成されやすいことを指摘
　　する（p．69）。このことを保険契約にあてはめてみると、契約者にとっては保険商品
　　は不確実性大の商品であり、保険者と契約者の関係が安定しやすいはずであるが、現
　　状では必ずしもそうは言い切れない。また同書では、社会的不確実性問題の解決には
　　情報共有が必要であることを指摘している（p．244）。
17）保険が社会に与えるコストとベネフィットについては、Dorfman〔1998〕pp．13・・14、
　　Willia皿s，Jr．，et　aL〔1998〕pp．379・・383、　Rejda〔1998〕pp．28・－33等参照のこと。
　　保険の社会的効用を低下させる一要因として保険犯罪が挙げられる。この点について
　　は注24で言及する。
18）営業職員のターンオーバー問題は、コスト面だけでなく募集業務の質を高める上でも
　　問題になっている。生命保険会社の営業職員制度の意義とターンオーバー問題にっい
　　ては水島〔1999〕pp．157～160を参照のこと。最近の経済動向を反映して、生命保険会
　　社の営業職員数は大幅に減少しているが、この原因として厳しいノルマによる営業職
　　員のモラールの低下による離脱が指摘されている（東京新聞（1999／7／9））。
19）生命保険会社の経営には販売、契約の維持管理、資産運用という三っの基本的機能が
　　ある。これらの機能を適切に実行するために、生命保険会社は機能別部門化を行い、
　　保険数理、販売、会計・監査、資産運用、法律、査定および契約の維持管理を実施し
　　ている。このうち販売部門では新契約の販売、既契約の保全、契約者のためのサービ
　　スを担当し、査定部門では危険選択の基準設定と保険申込者に関する判定を下す責任
　　を負っている。　（Black，　Jr．＝Skipper，　Jr．〔1994〕pp．840－843）
20）生命保険会社の査定業務の内容にっいてはBlack，　Jr．＝Skipper，　Jr．〔1994〕pp．639・－6
　　91、各部門の業務遂行上のコストの他部門への影響についてはWilliams，　Jr．　et．a1〔
　　1998〕pp．388・・393を参照のこと。
21）広海〔1991〕p．53。保険会社の現行の販売体制に対する批判については水島〔1999〕
　　pp．9－11を参照のこと。生命保険協会の平成10年度の生命保険相談受付状況によると
　　苦情の発生原因の約47％が営業職員に起因するもので、そのうち新契約関係が約半分
　　になっている（rインシュアランス（生保版）』第3856号（1999／7／22）p．16）。
22）例えば保険加入時の情報提供のための「ご契約のしおり」の交付は法制化されたもの
　　ではないが、業界の自主規制に従って行われる。しかし、法律に従った行為は保険の
　　専門職にある者が顧客に対し負っている最低限の責任を表すものである場合が多い（
　　Dorfman〔1998〕p．149）という指摘がある。
23）利己主義は心理的利己主義と倫理的利己主義に分類されるが、前者はすべての人間は
　　自分自身で認知した利己心のもとで常に行動するよう動機づけられているという記述
　　理論を、後者は人間は自分自身の最高の利益をベースとして行動すべきであるという
　　規範理論を示すものである。快楽だけを対象とし、他人の快楽のためには行動できな
　　いと捉えることは利己主義に対する誤解である。（Shaw・Barry〔1998〕p．53）
　　従って本稿では利己主義的な契約者として、自己の給付を最大にすることを最優先さ
　　せる契約者を想定する。
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24）Dorfman〔1998〕では放火を例に、営利目的の放火犯へ保険金が支払われる場合、結
　　果的に善良な契約者がそのコストを負担していることを指摘し、保険が社会にもたら
　　すコストにっいて説明している（pp．14・・16）。
25）1998年7月に和歌山県で発生した毒物混入事件をきっかけにした保険金詐欺疑惑発覚
　　の直後から、保険金不正受給目的の同様の狂言が相次いだことはこの一例と言える。
3．生命保険会社の企業倫理
　生命保険会社の販売政策に関する経営判断においては、契約獲得という結果が絶対的な
評価基準とされ、法律に抵触するかどうか以上の善悪の価値判断は行われてこなかった。
このため、契約獲得競争が激化し、潜在的な需要喚起のための販売手法がエスカレートし
て、個々の契約の高額化も進み、違法行為すら行われるような事態に至っても、生命保険
会社が行き過ぎた販売活動に歯止めをかけるための、自らの行為の善悪を判断する指針が
示せないという倫理的配慮が不十分な状況にある。また、販売政策をめぐる問題への経営
者レベルでの対応が遅れている。しかし、トラブルの深刻化により、企業には現実がいか
にあるかの記述的分析を踏まえた上での、あるべき姿を問う規範的な態度が要請されてい
る。そのためには、ものの善悪の価値判断に立ち入った企業倫理学的判断を経営の実践に
応用することが有効である26）。
3－1　経営判断の倫理的証明の必要性
表3－1　ビジネスの領域で倫理的問題が生じる理由
理由 倫理的問題の性質 典型的な入り口 巌
個人的利得と
?ﾈ
利己対
ｼ人の利益
利己主義的な 私はそれが欲しい
利潤のための 企業の利益対
ｻれ以外の利益
決算（利益）に
ﾁいての見解
どんな樹生を払っても他人を奮い立たせなければなら
ﾈい
企業目標と
ﾂ人の価値観
上司の利益対
秤ｺの価値観
権威主義的な 私の言った通りにしろ、さ
烽ﾈいとひどい目にあうそ
異文化間での 会社の利益対多様
ﾈ文化的伝統と価値
自民族中心主義
Iな見解
外人は何が正しくて何が悶違っているかにっいておも
ｦ総轟秘
ttitii斤：Post，　e　t　a藍麟　〔1999〕　P．107
　ビジネスの領域で倫理的課題事項が生ずる理由としては、個人的な利得と利己心、利潤
のための競争圧力、企業目標と個人の価値観の関係といったものが挙げられる27）。そし
て業務上で倫理的課題事項が発生した時に倫理的結果（ethical　result）を生むためには
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倫理的証明が必要となる。この際の証明方法として、功利主義、権利、そして功利主義の
修正としての正義といった手段が挙げられるが、各証明方法には利点と同時に様々な制約
条件が存在するため、これらは同時に試みられなくてはならない28）。この結果、証明内
容は様々なものになりうるが、経営者による最終的な善悪の判断は一定方向に向かうはず
のものである29）。
　　　　　　　　　　　　表3－2　倫理的証明の方法
手段（方法） 決定要因 肝嚇断魏蛛ある 制約
功利主義 コストとベネフ
Bットの比較
騨鯨フィット矧蹴コスト赴? 燗・幽コストのうち灘勲も嚇る
藷Q鵜し働もU伽
権利 権利を尊重 基本的人権が尊重され 権利のコンフリクトの均衡
ｪ困難ρ
　正義
i堺麟D
分配の公平 コストとベネフィット
ｪ公平に分配される
コストと鯨フィヲト嚇瞳
?O鵬鋤
出巨斤：Post，　et　a1．　〔1999〕　P．129
3－2　生命保険会社の販売政策のコストとベネフィット3°）
　生命保険会社の販売政策のコストとベネフィットは、保険会社とその内部の各部門さら
に契約者側で異なるが、全関係者にとっての長期的なコストとベネフィットを比較する必
要がある。
　大数の法則が成立可能な大量契約の獲得は保険制度の円滑な運営上不可欠である。大量
契約獲得による生命保険会社の長期的安定成長は、経営者にとっての最大のベネフィット
であり、あらゆるコストを相殺して余りあるものである。そしてこれは全関係者にとって
絶対的なベネフィットとなる。これまでは、新契約獲得によるベネフィットが、募集や保
全等の付随業務から生じるコストを相殺してきた。また、契約者にとって、保障を確保す
ることが最大のベネフィットである。
　しかし現在では、新契約減少によるベネフィットの減少に加え、大量契約獲得の弊害が
もたらすコストが増加している。契約の質以上に量的拡大が重視され、さらに査定や保全
体制が簡略化し、制度の誤用や悪用が横行することになると、保険金等の支払いが必要以
上に増加し、保険団体にとっての収支が悪化する。また、過剰な営業活動と、それに伴う
顧客に対する情報伝達の不備がもたらすトラブルとその処理コストは増大傾向にある。さ
らに、このような状況が契約者の保険に対する信用を低下させることから生じるコストは
甚大と言える。バッド・リスク混入により保険団体全体の収支の悪化し、適正な価格での
保障の入手可能性が低下すれば、長期的には保険団体全体にとってのコスト増大をもたら
す。
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3－3　倫理的証明方法
　功利主義ではコストを上回るベネフィットが倫理的行動の条件となる31）。そして、功
利主義理論は、長期にわたって社会に最良の結果をもたらし、個人と企業社会の両方によ
り望まれる安定性と安全性を与えるであろうルールを発展させようとするために使用され
なくてはならないものである32）。前述のように、これまでの日本の生命保険会社の販売
政策は、販売に関わるコストをはるかに上回るベネフィットにより正当化されてきた。し
かし、この判断に測定困難な人的・社会的コストを完全に含んで行われているか、また功
利主義自体の問題点も考慮すると、より慎重な判断が必要となる。
　そこで、権利に基づき評価を試みる。この場合、基本的人権の尊重が倫理的行動の条件
であるが、権利の内容の正当性が問題となる。例えば、全ての人の無条件な保険加入を認
めることが基本的人権の尊重とすれば、契約審査体制を緩和することになり、保険団体の
運営は困難となり、逆に各人が保障を受ける権利そのものを奪うことにもなりうる。経営
者が各関係者の権利の本質を明確にし、他人を手段化することなく、様々な立場の人の権
利を調整することで基本的人権は尊重される。従って、現行の政策を正当化するにはこの
点を明らかにする必要がある。
　さらに、功利主義を修正し正義を基準とする場合には、コストとベネフィットの公平な
分配が倫理的行動の条件となる。この基準に従えば、保険団体内に様々なリスクが混在し
社会的弱＃救済のため保険料負担に不公平が生じる場合でも、コストの分配の点からは正
当化可能である。しかし、保険数理的公平性と社会的公平性の矛盾は避けられない33）た
め、保険団体全体からの同意は得られにくい。現行の政策を正当化するには、コストの分
配がどのように行われているかを明確にすることで、関係者の同意を得る必要がある。
　以上のように、どの方法でも関係者の利害を完全に調整するのは困難であり、生命保険
会社にとって唯一絶対的に正当化される販売政策とは言い切れない。しかし経営者は関係
者の利害を調整し、倫理的に正当化可能な意思決定をしなくてはならない34）。この際に
は、まず第一に明確な事実にっいて関係者に納得させる必要がある。なぜなら実際には関
係者間の対立は、事実の道徳性よりも、事実認定や代替案や諸行為の結果の差にっいての
評価方法から生じることが多いからである。次に、事実にっいての同意を得たら、それに
対する様々な倫理理論を明らかにする。各理論は解決策になりうるものかどうか35）、さ
らに法律等との関係を明らかにする。第三に、やっとの思いで弁明するような理論では真
に倫理的とは言えないかもしれないし、正当化しにくい36）。そのため多くの理論に共通
する考慮事項である道徳的責務、理想との違い37）、結果38）について明確にする必要が
ある。そして、二っ以上の道徳的責務が対立する場合にはより強い方を採り、二っ以上の
理想が対立する場合にはより重要な方を採り、二っ以上の結果が対立する場合には、善が
多く悪が少ないものを採ることにより、何を重視して意思決定をするのか決める。
　現行の政策は功利主義により正当化されている。しかし同時に、契約審査体制を過度に
厳格化しても、過度の弱者救済でも制度は機能しないことについても明確にしておく必要
がある。っまり、必要な人に必要な保障を適正な価格で提供するためには、各人が適正な
保険料負担をする仕組みを維持し、その正当性を示す必要がある。経営者は功利主義の問
題点39）や代替案の有効性にっいても考慮した上で、よりよい意思決定をしたことを明確
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にすることなしには、真に倫理的結果を導くことはできない4°）。
3－4　経営者に求められる対応
　日本の生命保険会社がその販売政策を維持するには、経営者は定量化しにくいコストに
まで長期的に配慮した上で、倫理的正当性にっいて明確にする必要があった。しかし、こ
の点を曖昧にしたまま販売活動をさらに拡張させたため、保険会社内部の混乱も引き起こ
した。そして、契約者を含めた社会金般の保険制度に対する認識を混乱させる事態に至っ
た。この結果、販売慣行が原因と考えられる様々なトラブルが発生し、保険に対する信用
が低下し、保険制度を崩壊させかねない状況を引き起しっっある。この状況を改善するた
めには、まずは経営者は倫理的課題事項を認識し、これらに対応可能な経営指針を明確に
する必要がある。
　生命保険業は業務内容から特に倫理的配慮が求められる業種であり4D、個別企業や業
界全体としても対応を行ってはいる42）。しかし形式的に企業倫理の制度化に取り組んで
いるだけの段階では43）、真に道徳的なマネジメント（moral　management）44）とは言え
ない。マネジメントの道徳性により消費者対応の違いが見られることになる45）が、生命
保険会社の経営者に求められる道徳性レベルは相当高いものと考えられる46）。道徳的な
マネジメントの実現のためには、まずは倫理的な問題を助長した情報提供方法の見直しや
関係者間の利害の対立を解消するために、保険制度を円滑に運営する上でしていいこと、
すべきこと、してはならないことを明確にする必要がある47）。これを実践するための経
営者の役割は重要である4s）。
　企業倫理の課題事項と関係領域は関係者ごとに異なる49）が、販売政策をめぐる問題は
生命保険会社全体に関わる倫理的課題事項と捉えられる。経営者は非倫理的であるのは当
然で5°）、その上で倫理的課題事項に積極的に対処し、企業倫理を制度化していく必要が
ある51）52㌔
26）企業倫理学的判断の詳細にっいては梅津〔1994〕pp．41－43を参照のこと。
27）　Post，　et　al．　〔1999〕　PP．107－－112．
28）Post，　et　a1．〔1999〕p．129－’131．　Carroll〔1996〕でもこの3っの原則を「代表的な
　　もの」として取り上げている（pp．113・’116）。
29）　DeGeorge　〔1999〕　P．127．
　　また同書では正義を「各人にその人の与えられるべきものを与えること、平等な者を
　　平等に扱い、不平等なものを不平等に扱うこと」とする（p．128）。権利にっいては
　　「正当化しうる重要で規範的な要求ないし資格で、道徳的義務を伴うもの」とする（
　　p．133）。
30）コストーベネフィット・アナルシスは経営学辞典（宮川公男「費用・便益分析」神戸
　　大学経営学研究室編r経営学大辞典』中央経済社、1989年、p．849）では以下のよう
　　に定義付けられる。「何らかの目的を達成するための代替案にっいて、それに要する
　　費用とそれによって得られる便益とを評価し、対比して、代替案の採否あるいは優先
　　順位を明らかにする分析。特に公共的投資決定のために用いられる分析手法である。
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　　…私企業においても直接的な利益よりも広義の効果を考える投資の場合に広く用いら
　　れるようになっている。…費用・便益分析における重要な問題としては、まず便益と
　　費用（特に便益）をどのように測定するかということがある。…また代替案の選択基
　　準として、便益費用比率、便益の純現在価値、内部収益率などのなかでどれが適当か
　　という問題がある。」
31）DeGeorge〔1999〕では、ある行為の道徳性を評価する功利主義的アプロー一一チの適用を
　　以下の九点に要約する（pp．69・－72）。（なお以下の訳出にあたり同書の第3版の翻訳
　　書（ディジョージ〔1995〕）を参考にしている。）
　　①評価すべき行為を的確に記述する。②行為によって直接、間接に影響を受けるすべ
　　ての人々を特定する。③他の考慮事項を上まわる重要性をもった優先すべき考慮事項
　　があるかどうかを考える。④その行為から直接に影響を受ける人々にとっての行為の
　　結果をすべて特定する。その際将来適切と思われる時点にいたるまで考え、また、起
　　こりそうな帰結とそれらが起こりうる可能性を創造的に考察する。それぞれの価値（
　　善悪）の量、存続期間、類似性、相違性、豊穣性、純粋さと、これらの諸価値の相対
　　的な重要さを考えながら、良い結果と悪しき結果の総計を比較する。⑥必要ならば、
　　間接的に影響を受ける人々や全体としての社会にっいても、同様の分析を行う。⑦す
　　べての良い結果と悪しき結果を合計する。その行為が悪以上の善を生み出すならば、
　　その行為は道徳的に正しいし、善以上の悪を生み出すなら、道徳的に間違っている。
　　⑧単にその行為を行うか否かということ以外にも様々な選択肢があるかどうか、想像
　　力を用いて考え、それら他の選択肢一っ一っにっいて同様の分析を行う。⑨様々な行
　　為の結果を比較する。それらの行為のうちで最大善（あるいはどれも悪以上の善を生
　　み出さないなら最小悪）を生み出す行為は、行うべき道徳的に正しい行為である。
32）　Stewart　〔1997〕　p．82．
33）この矛盾は内部補助として現れる（Black，　Jr．＝Skipper，　Jr．〔1994〕p．12）。あらゆ
　　る保険には何らかの内部補助（subsidization）が存在する。内部補助にっいては、
　　Dorfman〔1998〕pp．31－32、　Triesc㎞ann・Gustavsen〔1998〕p．143等参照のこと。
　　また、一般的な助け合いと保険業界での助け合いの意味の違いについては、田村〔19
　　96〕p．29参照のこと。
34）以下の記述はShaw・Barry〔1998〕p．72に依拠している。
35）具体的には、同意が得られるものであるかどうか、バランスがとれないものではない
　　か、といったことがチェックポイントとなる。
36）条件付きでないと一般化できない原則は適応しない方がいい、という「カントの一般
　　化」に通ずるものと言える。
37）この場合には効率性、生産性、品質についての理想の違いも理解する。
38）ここでは非帰結主義の場合でも結果を考慮する。
39）Shaw・Barry〔1998〕では功利主義が組織にとっての解決策になりやすいと同時に、以
　　下のような点で混乱を引き起こすことを指摘する（pp．　57－・60）。
　　①非倫理的行為の正当化可能性はないか、②客観性（効用の個人差、ケースごとの違
　　い）が維持されているか、③長期で判断されているか、④少数派の権益は確保されて
　　いるか、⑤個人の権利の尊重、⑥合計としての効用で評価しているか、⑦結果の不確
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　　実性。
40）例えば、大量販売は契約者のためのものでベネフィットが還元されており濫売ではな
　　いこと、販売に伴う非倫理的行為の正当化可能性がないことを証明する必要がある。
　　また生命保険会社の公共性や相互主義を考慮し、長期的に全関係者の権利を守り、特
　　に社会的弱者や少数派の権益にも配慮するための功利主義の修正としては残余市場の
　　創設が有効である。これにより付保可能性が高まり保険の社会的効用が高まるだけで
　　なく、市場の効率化にもっながる。
41）近代保険と相互主義の関係にっいては水島〔1999〕pp．10・・14，227’－233、田村〔1996〕
　　p．81等を参照のこと。またD’Afcy〔1994〕では保険の存在が相互扶助をなくすと表現
　　する（p．178）。
42）生命保険協会では1991年に金融機関としての自己責任と社会公共使命の認識のもとに
　　「生命保険事業における行動規範」を定め、①公共と公平の原則、②信義・誠実の原
　　則、③社会調和の原則という基本原則・各則にもとづき、その具体的行動指針として
　　「資産運用における行動規範」と「顧客情報取扱いにおける行動規範」を定めた。そ
　　の後の社会情勢の変化に対応するため、1997年には改訂も行われている。
　　さらに1998年12月の保険業法施行規則での法制化にあわせ、1999年度から生命保険会
　　社のディスクロージャー項目に「法令遵守の体制」が加えられた。ディスクロージャ
　　ー誌での記述によると、各社により取り組みは様々だが、基本方針を定めた倫理綱領
　　が作成され、社内に倫理委員会を設置するといった制度化が進んでいる会社が多い。
　　しかし、社内での具体的な実施状況や賞罰規定まで明確にしている会社はわずかであ
　　る。また、法律を守ることに言及するのみにとどまる会社も少なくない。
43）関西経済連合会のアンケートによると、1998年10月段階で51．8％の企業が企業倫理綱
　　領を採択している。また、1997年から1998年にかけて採択企業数は急増しているが、
　　その内容は社是・社訓的な建前的なものが多いのが現状である。最も先進的なアメリ
　　カ企業に比べた日本企業の後発性にっいてはPost，　et　al．〔1999〕p．135を参照のこ
　　と。
44）Carro11はマネジメントの倫理に対する3っのアプローチをあげる。道徳的なマネジ
　　メントが理想であるが、現実にはこれと対極的な、倫理を不要と考える非道徳的なマ
　　ネジメント（iIIImoral　management）が存在する。さらに道徳観念のない（道徳的でも
　　非道徳的でもない）マネジメント（amoral　management）が存在するが、これは意識
　　的なものと無意識なものにさらに分類される（Carroll〔1996〕pp．114－127）。そし
　　て現実の企業の経営者としては、道徳観念のないマネジャーが圧倒的に多いことを指
　　摘する（Carrol1〔1987〕p．12）。
45）　Carroll　〔1996〕　P．329．
46）例えば、エージェントが顧客に対し保険以外の代替案を示さないことは倫理的かどう
　　かを問題としたアメリカのケースがある（Holley〔1998〕p．427）。またCarson〔19
　　98〕でエージェントに関連した同様のケースを取り上げていることからも、生命保険
　　会社には非常に高いレベルの企業倫理が求められていると考えられる。
47）　Carrol1　〔1996〕　P．134．
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マネジメントの倫理への3つのアプローチ
Imoral　Management舳ora1梅nageloentMora　1鳥ねnageInent
非道徳的なマネジメント 醗のない（遣猿と無関係な）マネジメント 道徳的なマネジメント
繍 マネジメントの意思決定 マネジメントは道徳的で マネジメントの活動は騨 ・行動・行為は、道徳的 も非道徳的でもないが、 道徳的または正しい行．（倫理的）であることへ 意思決定は道徳的な判断 為の基準に一致する。
の明確で積極的な対立を があてはまる範囲の外に 一般的な専門家の行為
含む。 ある。 基準に一致する。
意思決定は一般的な倫理 マネジメントの活動は特 倫理的なリーダーシッ
原則とヨ致しない。 定の規範の道徳的要求の プはマネジメントにと
道徳酌であることを否定 外または超えるものであ って常識である。
組 する行為が含まれる。 る。　一
倫理的認知と道徳的知覚
の欠如を暗示するかもし
れない。?
蝦 利己的。マネジメントは 善意だが、他への影響を 善。マネジメントは健自身と会社の利得のみし 考慮しないという意味で 全な倫理的指令（戒律
か気にしない。 は利己的。 ）（公正・正義・適法?
手続》の範囲内でのみ
成功をめざす。
目標 どんな代償を支払っても 収益性。他の目標は考慮 法律に従った、倫理的
特 収益性と組織の成功 しない。 基準の範囲内での収益
8
性。
法律へ 法的基準はマネジメント 法律‘由麟文というよ 法律の文言に加えその
徴 の貝識 が望むことを遂行するた り倫理的ガイドである。 精神に従う。法律は最
めに克服しなくてはなら 最大の問題は合法的に何 低限の倫理的行為であ
ない障壁である。 ができるか、である。 る。法律が命ずる以上
のことをうまく運営す
ることを好む。
輔 企業が利得を得る機会を 経営者を自由に働かせる 健全な倫理墓準に従っ開拓する。有益とわかっ 個人的な倫理はマネジャ て生きる。倫理的矛盾
たら一直線に突き進む。 一が必要と認めた場合に が生じる時リーダーシ
のみ適応するだろう。そ ップを発揮する。啓発
うすることになり必要が された私利。
ある場合なら、法的な命
令に応じる。
非道徳的・道徳観念のない・道徳酌なマネジャー：
マネジャ
ーの人数
仮定上の人
道徳観念の
ない
マネジャー
灘マネジャー 　、　　　、　、魅}不ソヤー （出所）Carrol1〔1987〕p．12
倫理的スタイル
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マネジメントの道徳性と企業の社会的責任にっいての見解の3っのモデル
企業の社会的責任を定義づ滑る構成要素
マネジメントの道徳性の
@　　　　　モデル 経済的責任 法的責任 フィランソロフィック磁
非道徳的なマネジメント ＊＊＊ ? ?
灘い（遡撫縣な）マネジメント ＊＊＊ ＊＊
? ?
道徳的なマネジメント ＊＊＊’ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊
　　ウェイト付け記号：＊　＝最小限の考慮（見かけのみ）
　　　　　　　＊＊一中程度の考慮
　　　　　　　＊＊＊＝著しい考慮　　　　　　　　　　　　（出所）Carro11〔1996〕P．129
48）組織全体の倫理的な雰囲気を向上させるたあには、トップ・マネジメントのリーダー
　シップが大切である（Carroll〔1996〕p．166）。
49）中村〔1998〕pp．177－’178。同稿では企業倫理の課題事項と関係領域は以下のように分
　類される。
　　　　　　　　企業倫理の課題事項と関係領域
関係領域 価値理念、 課題事項
①競争関係 公　　正
カルテル、入黍L談合、取引先制限、市場分割、差別対価、差
ﾊ取扱、不当廉売、知的所有権侵害、企業秘密侵害、贈収賄
s正割戻、など。
②消費者関係 誠　　実 有害商品、欠陥商品、虚偽・誇大広告、悪徳商法、など。
③投資家関係 公　平 囎弓1、禾覧臨i㈱E、i桂扶i獺、イ乍綴r行虫易刑多
ｬ、相場操縦、粉飾決算、など。
④従業員関係 尊　厳
労働災害、職業病、メンタルヘルス障害、過労死、雇用潮ll
i国籍・人種・性別・障害者・特定疾病患者）、プライバシ
[侵害、セクシャル・ハラスメント、など。
企業市民
産業災害（火災・爆発・有害物質漏洩）、産業（排気・排水
E騒音・電波・温熱D公害、　　　　“　　不当工場
ﾂ鎖、計画倒産、など。
⑥政府関係 厳　　正 脱税、贈収賄、不正政治献金、報告義務謹反、虚偽報告、検
ｸ妨害、捜査妨害、など。
⑦国際関係 協　　調
租税回避、ソーシャル・ダンピング、不正資金洗浄、多国籍
驪ﾆの階踊行動（贈収賄、劣悪労働条件、公害防止設備不備
ﾑ1溢送還、政治介入、文他破壊）、など。
共　生 環境汚染、自然破壊、など。
一14一　　目ヒ，戸斤：輔〔1998〕pp．177～178
50）非倫理的でないことを倫理的と思い込むのは危険である（Carrol1〔1991〕p．48）。
51）企業の内部および外部の利害関係者の多様な要求および期待から生ずる各種の課題事
　　項ならびに諸問題を予知し、それに即応し、それを管理することに関する企業の能力
　　を決定し、具体化し、評価する個人的ならびに組織的な諸過程の展開である、経営社
　　会即応性（エプスタイン〔1996〕P．13）を発揮することが求められている。
　　企業内で倫理的問題に対処するためのガイダンスの具体例についてはPost，　et　al．〔
　　1999〕pp．134－・138を参照のこと。
52）全米生保協会（ACLI）は、多くの主要な保険会社に対する集団訴訟を導いた非倫理的
　　販売慣行に対処するため1998年に「保険市場行動基準協会（Insurance　Marketplace
　　Standards　Association（IMSA）」を設立した。ここではエージェントが遵守すべき
　　倫理的市場行動に関する六原則を策定し、会員企業にその遵守を求めている。設立一
　　年での評価は概ね好意的なものである。しかし現場レベルからはこの原則は「ビザン
　　チン様式の建物のようなルール」であり、より実践的な基準を求める声もあがってい
　　る。また、消費者からは個別相談に応じることへの要望が強い（Goch〔1999〕pp．29－－
　　31）。
4．むすび
　近年は生命保険会社の経営環境は激変し、規制緩和や金融ビッグバンの進展により、生
命保険会社そのものの経営が変化せざるを得ない状況にある。しかしその中でも生命保険
の保障機能の重要性に変化はなく、この機能を果たす上で販売業務は不可欠である。保険
商品が多様化し、各社の戦略も多様化するにつれて、生命保険会社に対する評価指針も従
来通りの死亡保障にっいての保有契約高だけに限定できなくなっている。このような状況
においては、量的拡大によるベネフィットを唯一の根拠として正当化されてきた従来通り
の販売政策は修正を余儀なくされる。しかし、どのような形態をとるにしても53）54）、倫
理的に正当化可能な販売政策をとらなくてはならない。そして、あらゆる関係者に対し説
明可能な倫理的正当性なしには今後の成長は望めない。
　今後は生命保険会社に対する倫理的行動への期待がさらに高まるのは確実である。生命
保険は普及率は高さ55）に反して、その内容にっいての一般的認知度には問題があり、ト
ラブルの原因にもなっている。しかし保険の有用性は確かなものである。生命保険会社と
しては、広く社会全般に対して保険制度にっいての理解を促進させ、保険制度の存在意義
を認識させる必要がある。このことは生命保険の存在意義を明確し、生き残りを図るため
の差別化につながる。販売慣行をめぐるトラブルを防止するには、企業倫理の制度化を行
い、契約者に対して十分な情報提供を行い、制度にっいての理解を得ることが大切で、そ
のための社内体制を整備することが最善策である56）。公的規制と業界の自主規制と個別
企業の企業倫理は相互に補完しあうものである。このため従来関心が低かった企業倫理に
も配慮することで、公的規制や自主規制の効力も高まると考えられる。経営者の経営判断
における倫理的配慮は重要であり、倫理的課題事項への積極的な取り組みが求められる。
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53）販売チャネルと多様化についてはDorfman〔1998〕PP．124・－131、　Triesc㎞ann・Gustav
　　son〔1998〕pp．635－643等を参照のこと。
54）エージェントとダイレクト・レスポンスにはそれぞれ長所と短所があり、どちらか一
　　方のみを絶対視することはできない。また、ダイレクト・レスポンスよりもエージェ
　　ントシステムを使用する方が保険犯罪の発生が少ない、という仮説も証明されなかっ
　　た。つまり、保険犯罪を防止する上で、契約者とエージェントが親しい関係にあれば
　　モニターできるので抑止力となるという見解は支持されなかった、ということである
　　（Colquit＝Holy　〔1997〕　P．465＞『0
55）日本における生命保険の世帯加入率は1997年度には93．0％でだった（r1998年版　生
　　命保険ファクトブック』、p．61）。
56）例えば保険犯罪対策として、不正を許さない雰囲気の重要性が挙げられる。Colquit＝
　　Holy〔1997〕では、アメリカでの州ごとの調査をもとに、保険金の詐欺的請求の多い
　　州の特徴として、①失業率が高い、②都市化が進んでいる、③保険詐欺を容認する大
　　衆の態度を挙げている（pp．469・・471）。
　　また、営業職員に対する専門知識を高めるための教育体系を整備するならば、それに
　　見合った倫理教育を行う必要がある。経営者には、保険の有用性を維持するの倫理的
　　配慮も求められる。
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